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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 73602
組合名称 兼松健康保険組合
形態 単一
業種 卸売業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

920名
男性57%

（平均年齢41.2歳）*
女性43%

（平均年齢39.3歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 1,473名 -名 -名
適用事業所数 5ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

13ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

80‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 1 - - - -
保健師等 2 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 481 ∕ 527 ＝ 91.3 ％
被保険者 368 ∕ 377 ＝ 97.6 ％
被扶養者 115 ∕ 150 ＝ 76.7 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 35 ∕ 71 ＝ 49.3 ％
被保険者 35 ∕ 71 ＝ 49.3 ％
被扶養者 0 ∕ 5 ＝ 0.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 6,000 6,522 - - - -
特定保健指導事業費 3,870 4,207 - - - -
保健指導宣伝費 1,570 1,707 - - - -
疾病予防費 33,820 36,761 - - - -
体育奨励費 2,840 3,087 - - - -
直営保養所費 2,800 3,043 - - - -
その他 100 109 - - - -
　
小計　…a 51,000 55,435 0 - 0 -
経常支出合計　…b 696,831 757,425 - - - -
a/b×100 （%） 7.32 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

1 0.5 0 0.5 1
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 20人 25〜29 96人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 87人 35〜39 52人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 51人 45〜49 51人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 71人 55〜59 58人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 25人 65〜69 4人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 28人 25〜29 92人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 61人 35〜39 41人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 37人 45〜49 22人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 35人 55〜59 36人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 30人 65〜69 5人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 43人 5〜9 50人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 61人 15〜19 37人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 27人 25〜29 4人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 1人 35〜39 0人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 1人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 62人 5〜9 47人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 46人 15〜19 36人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 19人 25〜29 2人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 14人 35〜39 26人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 31人 45〜49 28人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 50人 55〜59 31人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 14人 65〜69 5人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
1. 被保険者の93％が兼松。また、加入者の95％程度が東京周辺と大阪周辺に居住している。
2. 被保険者では20代・30代の割合が高く、被扶養者では40代・50代の割合が高くなっている。
3.特定健診の受診率は高い値ではあるものの、本人が90%台後半、被扶養者が70%台後半となっており、差が開いている。
4. 当健保組合には医療専門職は不在だが、兼松の診療センターに産業医（非常勤）と保健師等（常駐）が勤務している。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
①生活習慣病のリスク保有者への対策は、健診結果に基づく事業主診療センター産業医からのフィードバック、及び保健師からの特定保健指導等になっている。
②事業主とのコラボレーションと、保健指導宣伝を通じたヘルスリテラシー向上により、健診受診を必須とする環境が醸成されつつあり、被保険者の健診受診率を上げることに成功している。
③「ポータルサイト」「健保だより」、「健保ホームページ」を通じて健保組合から健康情報等の発信はしているが、一方通行のアプローチでは無関心層に届きにくい。
④半日人間ドックを２年以上続けて受診していない者が存在する。特に被扶養者に多い。直接的なアプローチの必要性。
⑤若年層の婦人科健診受診率が低い。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　予算措置なし 　事業主とのコラボレーション
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌の発行
　保健指導宣伝 　育児情報冊子「赤ちゃんと！」の送付
　保健指導宣伝 　医療費適正化や法改正の情宣
　予算措置なし 　医療費通知の配布
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス相談
　保健指導宣伝 　後発医薬品の使用促進
　疾病予防 　生活習慣病健診（半日人間ドック）
　疾病予防 　被扶養者健診
　疾病予防 　婦人科健診（若手対象）
　疾病予防 　重症化予防
　疾病予防 　若年層への保健指導（４０歳未満対象）
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　家庭用常備薬補助
　体育奨励 　スポーツクラブ補助
　直営保養所 　直営保養所
　その他 　契約保養所
事業主の取組事業主の取組
　1 　健康経営の推進
　2 　定期健康診断
　3 　メンタルヘルス研修
　4 　ワークライフバランスへの取組み
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備

予
算
措
置
な
し

1,2,3,
4,5

事業主とのコ
ラボレーショ
ン

半日人間ドック（特定健診を含む）の受診率向上、保健指導（重症化
予防を含め）の実施率向上を事業主の協力を仰ぎ、コラボして職場環
境の整備を図っていく。

全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
0

健康管理事業推進委員会を年2回開催し
、事業主（保健師を含む）と情報交換
、情報共有を図った。その他に事業主
の産業医との情報交換、毎月衛生委員
会への参加と健康管理委員会の開催で
、健康問題等の共有を図っている。

健診の受診率アップﾟを目標として、事
業主の支援を受けて受診勧奨を行って
きた。ポピュレーションアプローチの
他、未受診者へは本人宛直接メールを
出したり、職制を通じた受診勧奨の実
施も行った。

健保が管理する特定健診データと、事
業主が管理する若年層の健診データが
共有できていない。
被保険者の3/4が母体事業主の東京本社
に勤務しているため、その他の事業主
及び勤務地への事業展開が難しい。

4

加入者への意識づけ加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2 機関誌の発行 健康情報、健保の運営状況の周知のために機関誌を年２回発行。 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 1,000

春と秋の年２回、ポータルサイトを通
じた広報誌を発行。
健康情報、受診勧奨、マイナポータル
周知など。

冊子で配布していたものを、ポータル
サイトに配信する形式に変更したこと
により、いつでもどこでも隙間時間に
閲覧できるようになった。

年２回なので若干情報が遅れ気味。ま
た、ポータルサイトへの配信により、
被保険者にとっては閲覧しやすくなっ
たが、被扶養者の目に触れる機会が減
ってしまう。

4

5
育児情報冊子
「赤ちゃんと
！」の送付

第１子誕生の家庭に育児情報を提供する。
親子の身体的健康と、初めての育児に悩む親の心の健康を保つ目的。 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 120

第1子が生まれた家庭に｢赤ちゃんと！
」を１年間、「パパ育児のトビラ」と
「お医者さんにかかるまで」を配布。

毎月送られてくるので、自然と目が行
き、育児情報を収集できる。
家を出る余裕がない人にとっては情報
共有の良い機会となる。

アンケートの回答率が低く、インター
ネット上にも育児情報が多い中、本当
に必要とされているのかの判断が難し
い。

4

2
医療費適正化
や法改正の情
宣

法改正の内容や医療費適正化の情報提供。
小冊子の配布により、加入者に医療費削減への意識付けなどを行う。 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 50 「社会保険の知識」を入社時に配布。

法改正は都度ホームページを修正。

「社会保険の知識」は冊子で配布する
ので、自分で検索する必要が無く、何
か分からない保険事故があった場合の
マニュアルとなる。

小冊子は、新入社員研修で配布するの
みなので、長い在職期間に情報が古く
なっていく。最新の情報への誘導に工
夫が必要。

-

予
算
措
置
な
し

2 医療費通知の
配布

毎月配信。本人・家族の受診等の状況を確認して、医療費削減の一助
としてもらう。 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
0

医療費が発生した人のポータルサイト
に毎月配信。配信される際に自動メー
ルで連絡。

紙配布の手間を削減。
郵送費を削減。
受診からの時差が無い。

医療費通知の配信を通じてし「かしこ
い患者」への啓蒙を進めたい。 4

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

2,3 特定健診
生活習慣病リスクの早期発見による健康維持と、将来的な医療費の削
減。
ポビュレーションアプローチと職制を通じた個別勧奨により受診率の
向上を図る。

全て 男女

40
〜（
上
限
な
し）

基準該
当者 6,000

令和５年度　
対象者528名
受診者496名

ポピュレーションアプローチ複数回
事業主を通じた個別勧奨により、被保
険者の受診率は高い水準を維持してい
る。

被保険者を通じての受診勧奨となる被
扶養者の受診率が伸び悩み。受診者の
固定化。

4

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
成人病のリスク低減。ポビュレーションアプローチと職制を通じた個
別勧奨によりR11年度の実施率60％を目指す。 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 3,870

令和５年度
対象者：71名
終了者：39名
実施率：54.9％

呼びかけの徹底、オンライン面談可と
するなどICT活用により３０%台で横ば
いだった実施率がR３年度以降着実に伸
びてきている。

年度末に受診して、結果が返ってくる
頃には海外赴任や、退職により資格を
喪失している対象者もいて、100%の実
施は難しい。
被扶養者の対象者は5人程度。

-

保
健
指
導
宣
伝

6 メンタルヘル
ス相談 メンタルヘルスについて電話相談及び個別面談の利用が可能。 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 200

利用者は少ないが、メンタルに起因す
る傷病手当金の支給が増えていること
もあり、開設している。

24時間対応。現在事業主サイドにもメ
ンタルヘルスの対応窓口がないので、
事業主からも本事業の継続を求められ
ているもの。

広報誌などを通じて周知をしているが
存在を知られていない。 4

7 後発医薬品の
使用促進

差額通知を行うなどにより後発医薬品の使用率を向上し、医療費の削
減に努める。 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 0 8月に差額通知発送

2月に効果測定。
健保連システムが利用できるようにな
り、自健保の数字の把握ができるよう
になった。

差額通知対象者が少数（15名）で効果
測定の妥当性には疑問が残る
また、対象母集団が少ないため、全体
への拡がりに欠ける。

4

疾
病
予
防

1,2,3
生活習慣病健
診（半日人間
ドック）

半日人間ドック（特定健診項目を含む）により、健康への自覚を促す
と共に、病気の早期発見・早期治療をめざす。 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,基準
該当者,
任意継

続者
22,570

30歳及び35歳以上の被保険者に対し、
健保が契約している健診機関にて人間
ドックを実施。希望者には婦人科健診
、その他がん検診をオプションで用意
。
費用は原則全額健保負担。

ポピュレーションアプローチ複数回
事業主を通じた個別勧奨により、被保
険者の受診率が年々上がっている　。

39歳以下女性の受診率が低い。 4

2,3 被扶養者健診 被扶養者に対する半日人間ドック（内容は被保険者と同様）。 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者,基準
該当者

6,840
30歳及び35歳以上の被扶養者を対象に
した半日人間ドック。費用は原則全額
健保負担。健保の契約する健診機関で
受診。希望者には婦人科健診その他が
ん健診のオプションもある。

健保だより等を通じての受診のお願い
や、被保険者への受診勧奨依頼（一緒
に健診の予約を取る等）が効果を上げ
た。

受診率のさらなるアップを目指し被扶
養者への直接的なアプローチも工夫し
たい。

3

2,3 婦人科健診（
若手対象）

婦人科疾患の早期発見のため実施。半日人間ドックの対象者はセット
で婦人科健診を実施しているが、人間ドック対象外の若年層に対して
も婦人科健診を実施することで、若い時から乳がん等健診の重要性を
認識してもらう。

全て 女性
22
〜
34

基準該
当者 700

20歳台及び31歳〜34歳の女性全員を対
象に実施。全額健保負担。実施時期は4
月〜9月

女性スタッフ、女性専用フロア等、女
性が受診し易い環境を健診機関も整え
つつあること。事業主が女性の健康に
関するセミナーを開催。

婦人科健診への抵抗感、啓蒙不足。
R5年度の受診率は39.3% 2

4 重症化予防 【目的】高血圧、糖尿病の重症化予防。
【概要】高血圧、糖尿病のリスク保有者への保健指導。 全て 男女

35
〜（
上
限
な
し）

被保険
者 600

対象者の抽出基準を決定　基準値以上
の者への保健師によるフォローを実施
2022年度　高血圧対象者18名中12名に
実施、糖尿病リスク5名中4名に実施

産業医、保健師の一人一人に即した丁
寧な指導

健診データからのアプローチに留まっ
たので、健診未受診者へのフォローが
必要。定期的な数値測定になかなか診
療センターに来てくれない。

-

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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-
若年層への保
健指導（４０
歳未満対象）

40歳未満の者に対し、特定保健指導の基準により保健指導を行うこと
で、将来のメタボ該当者を減らす。（早いうちに手を打つ方が効き目
があるとの観点）

母体企
業 男女

22
〜
39

被保険
者 200

腹囲/BMI＋前年度体重比較３KG以上の
変動者を対象。2022年度保健指導実績
は7名。 保健師による丁寧で粘り強い指導。

若手には、健康リスクへの危機感が希
薄。
（40歳になってからやる、といった意
識）
基準がはっきりしなかったので、Ｈ30
からは特定保健指導の基準に合わせた
。

-

3 歯科健診 虫歯、歯周病予防
歯科衛生 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 90

通年
歯科健診センター利用
自身で予約。内容は、目視による虫歯
のチェック、歯周病のチェック、歯垢
、歯石のチェック

通年なので自分の都合に合わせられる
。自宅または会社近くの歯科医院を選
べる。

歯科衛生に関する意識が低い。
歯石除去がない。
選択する歯科によって対応に差がある
。

3

3 インフルエン
ザ予防接種

インフルエンザの職場での感染を防ぐことを目的に、予防接種を受け
た者のうち該当者に健保から補助金を支給。 全て 男女

22
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 120

事業主診療センターでの接種ができな
い被保険者に対し、予防接種費用の一
部を健保が補助。

インフルエンザ予防への意識の高まり
。

価格や確保が不確定の為、案内がギリ
ギリになり、申し込みの機関が短くな
ってしまう。
コロナの流行により、予防接種を重ね
ることをためらう人がいる。

3

8 家庭用常備薬
補助

被保険者を対象に軽い症状の緩和などに使用できる家庭常備薬につい
ての補助。 全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 2,700

被保険者を対象。注文はWEBで行う。
健保が 3,000円まで補助。被保険者の9
0％近くが申込。

健保の3,000円までの補助及びWEBによ
る注文の簡便性。

在宅勤務が始まってから、口コミで広
まることが少なくなり、若年層の申し
込みが減っている。

3

体
育
奨
励

2,5 スポーツクラ
ブ補助

【目的】体育奨励
【概要】ベネフィット・ワンに加入、同社の提供する福利厚生サービ
スにより、全国の定型スポーツ施設が会員優遇価格で利用可能。

全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 2,400

ベネフィット・ワンとの法人契約。
ベネフィット・ワンが提供する福利厚
生サービスとしてスポーツクラブの利
用補助が受けられる。

ポータルサイトを利用して、ベネフィ
ット・ワンからのキャンペーン情報な
どをタイムリーに告知し、利用促進を
図った。

利用者の固定化傾向がある。日常の運
動不足解消など動機付けが必要。 4

直
営
保
養
所

8 直営保養所
体育奨励及びリフレッシュを目的に草津にある直営保養所（マンショ
ン形式）を保有、加入者の利用に供している。＊組合会としては、保
有資産の圧縮の観点から機会をみて流動化の方針が出ている。

全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 2,800 2023年度の延べ利用者数209名 利用料と使いやすさ。

ポータルサイトで予約が可能。
リピータ―が多い。
利用者資格の確認方法を要検討。
利用ルール、マナーの徹底。
メンテナンスの負荷。

-

そ
の
他

8 契約保養所
【目的】リフレッシュ及び体育奨励。
【概要】ラフォーレ倶楽部に加入、全国のラフォーレ倶楽部の施設が
割引価格で利用可。コストは差入保証金の銀行の保証料相当。

全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
75

全国のラフォーレ倶楽部の施設に優待
価格で宿泊。利用価格は時期に応じて
変動となる。年間利用者数はコロナを
きっかけに減少傾向。年間20泊程度。

費用は差し入れ保証金に対する銀行の
保証料のみでありコスト的にメリット
がある。
ポータルサイトを利用して、キャンペ
ーン情報などをタイムリーに告知し、
利用促進を図った。

ハイシーズンは予約が取りづらい。
利用者の固定化。 -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

健康経営の推進

1.従業員満足度や生産性の向上等により組織の活性化をもたらすこ
とで、業績や株価の向上につながること。
2.病気の予防や早期発見により将来的に医療費の減少や健保組合の
財政状況良化につながること。
3.従業員の健康を大事にする会社として企業イメージが向上し、採
用活動等に好影響が見込めること。

被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

2020年度から取り組みを開始。
「兼松健康経営宣言」と「健康経営推進体制」
を制定。
2020年度に「健康経営優良法人（大規模法人部
門）」に認定され、以後毎年連続で認定されて
いる。

健康経営の指標を設けて改善に向けた取り組を
進めている。
人事担当役員を健康経営推進責任者とし、人事
部・産業医・診療センター・衛生委員会・健康
保険組合から成る組織体制で健康経営を推進。

2024年には健康管理システムの導入を予定して
おり、「健康経営優良法人ホワイト500」を目指
していく。

無

定期健康診断
安全衛生法に基づく健診
34歳以下の従業員を対象に健康診断を、35歳以上の従業員を対象に
人間ドックの受診機会を年に1回提供

被保険者 男女 20
〜
34

30歳及び35歳以上を除く被保険者が対象。平成
28年度受診率は96.3%。
未受診者については個別に受診勧奨を行い、受
診率の向上を図り、従業員の健康管理を支援。

勤務時間中の受診可。職制を通じての受診を促
していること。受診期間中に受けられなかった
者にも後日受診機会を与えていること。

指定された受診期間にキャンセルする者や出張
等で受診できない者がいる。
→　後日受診するようにフォローしている。

無

メンタルヘルス研
修

・新任の管理職（課長クラス）へのラインケアの基礎知識や部下へ
の接し方の研修。
・新入社員に対するセルフケア研修の実施。

被保険者 男女
20
〜
60

メンタルヘルス不調者の早期発見と予防のため
、年に1回ストレスチェックを実施し、高ストレ
ス者に対する産業医面談や、組織毎の集団分析
を行っている。さらに管理職向けにメンタルヘ
ルスに関するラインケア研修を実施し、メンタ
ルヘルスの重要性の啓蒙に取り組んでいる。ま
た、ハラスメント社内相談窓口の設置やハラス
メントハンドブックの配布、ハラスメント研修
の実施などにより、メンタルヘルス不調者を発
生させない環境づくりに努めている。

新入社員・新任管理職が新しい環境を迎えるに
節目に研修を実施していること。
メンタルヘルス問題への関心の高さ。

新入社員・課長クラスに実施しているが、それ
以外の階層へのセミナー等の実施。節目の研修
だけではなく、継続的な研修の必要性。

無

ワークライフバラ
ンスへの取組み

柔軟な働き方を実現するため
2022年3月期より、コアタイム（必ず勤務しなければならない時間
帯）の無いフルフレックスタイム制度を導入

被保険者 男女

20
〜（

上
限
な
し）

通年 業務の電子化、リモートワーク導入など時間や
場所の制約を受けずに働ける環境が整った。

部署によっては、業務の関係上、時間的な対応
が難しいところがある。上司が率先して参加す
ることが必要。

無

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 半日人間ドックの受診状況 特定健診分析 1.被保険者の受診率は高水準をキープしている一方、被扶養者の受診率が7

0%台と伸び悩み。被保険者への声掛けなどの他直接アプローチの検討を行
う必要がある。
2.受診月の傾向は、受診期限間近となる年明けから一気に増える。保健指
導への対応が集中しないためにも受診月がばらける施策が必要。
3.年代別で大きな特徴は見られないが、女性では若年層の受診率が低め。

イ 特定保健指導とメタボリックシンドローム該当者・予備群 特定保健指導分析 1.特定保健指導の実施率は順調に伸びている（グラフ①）が、保健指導対
象者の割合は横ばい（グラフ③）となっている。2021年度から2022年度で
は、ボリューム層である本人男性の動機付け対象者が減少し、積極的支援
対象者が増加していることからリピータ―化している可能性も考えられる
。
2.被扶養者の対象者はごくわずかであるものの、例年特定保健指導実施率
が0となっているので（グラフ②）、被扶養者も参加しやすい環境を整える
必要がある。
3.メタボ該当者、予備群のボリューム層は男性であり、引き続きメインタ
ーゲットとして対策をしていく必要がある(グラフ⑥⑦)。

ウ 医療費の動向 医療費・患者数分析 医療費は2020年度に一度落ち着いてたものの、コロナが明けて再び増加傾
向。
疾病別では、新生物の医療費が上がっている。
新生物では乳癌の割合が高く、循環器系疾患では高血圧症に対する医療費
がかかっている。

エ 悪性新生物と生活習慣病 医療費・患者数分析 悪性新生物の医療費が増加しているため、卸売健康保険組合全体と比較し
て、2022年度では高額になっている。
種類別ではとりわけ乳癌の割合が高い。
また、有病者数は横ばいであるが医療費が年々増えていることから、一人
に対する医療費単価が上がっていることを表している。
生活習慣病では、高血圧、糖尿病の医療費が高額となっている。
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オ 生活習慣病・健診レベル判定と医療受診状況から見える課
題【健康リスク分析】

健康リスク分析 1.受診勧奨基準値以上の者で生活習慣病に関するレセプトがない者の存在
、一方レセプトは有るが（服薬等の受診している）受診勧奨基準値以上の
者も多数存在している。
2.早期治療のための受診勧奨を実施し、該当者に健康リスクを正しく認識
してもらう。
3.循環器系疾患（高血圧）、糖尿病性腎症を対象に重症化予防を実施する
。受診勧奨や服薬・通院状況の確認等のフォローを実施。
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半日人間ドックの受診状況 年代別受診率推移

①被保険者の健診受診率は高い水準を維持しているが、被扶養者が70％台と改善の余地あり。

②本人男性と被扶養者の受診率推移が同じ傾向となっているので、被保険者からの受診勧奨もお願いする。

受診月は年度後半に駆け込みが目立つ。保健指導対象者の選定、声掛けを年度内に行うためにも年度前半での受診を推奨したい。 ＜受診率の年代別特徴＞

　 本人男：　近年は年代による顕著な特徴はあまり見られない。

本人女：　若年層が低い傾向。

被扶養者：若年層、及び 50歳以上が低くなっている。

88.6%

93.8%

89.1%

96.2%

94.1%

92.9%

92.3%
91.6%

93.0%

91.9%

90.2%
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90.1%

94.9%

93.1%

75.4%
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73.2%

76.5%
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特定保健指導とメタボ

グラフに対するコメント
① 実施率は順調に伸びているが、UPDOWNを繰り返しているため、リピーターを継続させる施策が必要。
② 対象者別にみると、本人女性の実施率が低く、また被扶養者には実施できていない状況。
③ 保健指導の対象者は横ばい。本人男性の割合が高く、それ以外はほぼ5%以下で推移している。
④ 肥満の割合は、男性で業態別平均とほぼ同値、女性は全健保平均を下回っている。
➄ 男性で腹囲85ＣＭ以上の者、及びメタボ該当者・予備群合計の健診受診者に対する割合。

腹囲85cm以上の割合がわずかながら減少傾向にあるものの、メタボまたは予備群該当者数が横ばいであるのは、
中性脂肪など他の要素が悪化しているとみられる。

⑥⑦メタボ該当者・予備群の年代別推移 （加入者ベー／本人男性ベース）
メタボ該当者がほぼ本人男性なので、同じ傾向となっている。40-44歳で徐々に増えてきている。65-69歳は⺟数が少ないため
該当者が出ると上がり方が顕著となる。
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医療費の動向
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3

2

＊2020年に新型コロナウィルスによる受診控えが起き減少したものの、ここ数年は再び増加に
転じ、コロナ前を上回っている。

＊疾病別では、新生物が毎年増加している。

＊年代別でみると、医療費の伸びは50代が顕著。 ＊現役世代（20代〜50代）にかけて医療費が上がっていく。60代は⺟数が少ないので、アッ
プダウンが激しくなる。

＊20歳以上の疾病別医療費ランキング。新生物、循環器系、呼吸器系疾患が常にランクイン
している。循環器系疾患の種類の中では、高血圧症の医療費が多くかかっている。

＊医科、⻭科、調剤別にみると、⻭科と調剤はほぼ横ばい推移となっているが、医科は入院、
入院外（通院）とも増加傾向。

2018 2019 2020 2021 2022
1 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物

2 呼吸器系疾患 循環器系疾患 循環器系疾患 循環器系疾患 呼吸器系疾患

3 循環器系疾患 筋骨格系・結合組織疾患 眼・付属器疾患 呼吸器系疾患 腎尿路生殖器系疾患
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悪性新生物と生活習慣病

※ 全組合と同様、やはり消化器及び、乳がんの一人当たり医療費が大きい。
　 悪性新生物の一人当たり医療費は全組合を下回ってきたが、2022年度には上回っている。

※乳がんの医療費は、ここ数年全健保組合を上回っている。婦人科健診受診による※悪性新生物の有病者数は横ばいであるが、医療費が年々増加している。
　早期発見の必要性。 　早期に発見に注力する必要がある。

　　　　

※高血圧・糖尿病の医療費が高額となっている。また、糖尿病・高脂血症の医療費が
　増加傾向にある。
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　 　上図：健診レベル判定と医療受診状況

　　　・生活習慣病のレセプトがある者で、受診勧奨基準値以上の者が

　　　　多数存在している。

　　　・一方生活習慣病のレセプトがない者で、受診勧奨基準値以上の

　　　　者も多数存在している。

HbA1c実施者数 人

人 人 % 人 人 91.60

HbA1c数値

〜5.5% 人 人 % 人 人 69.21 337 人 70.95 %

5.6〜5.9% 人 人 % 人 人 19.85 104 人 21.89 %

6.0〜6.4% 人 人 % 人 人 2.54 21 人 4.42 %

6.5〜6.8% 人 人 % 人 % 8 人 1.68 %

6.9〜7.3% 人 人 % 人 % 1 人 0.21 %

7.4%〜 人 人 % 人 % 4 人 0.84 %

[再掲]8.4%〜 人 人 % 人 % 2 人 0.42 %

2022年度 糖尿病・リスクフローチャート
強制
本人家族︓本人家族計

*服薬あり/なしは、問診回答で判定
*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、⾼⾎圧症、脂質異常症
 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

475 実施率 100.00 %

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

78 人 16.42 % 397 人 83.58

%

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

%

HbA1c 6.5%以上 HbA1c 6.4%以下

4 人 1.01 % 393 人 98.99

HbA1c合計

43 55.13 % 1 1.28 21 5.34 % 272 %

33 8.40 % 360 %68 87.18 % 10 12.82

78 %

6 7.69 % 2 2.56 3 0.76 % 10 %

9 2.29 %17 21.79 % 0 0.00

0 0.00 % 0 0.00 1 0.25

3 0.762 2.56 % 3 3.85

0 0.00 % 2 2.56 0 0.00

0 0.000 0.00 % 4 5.13

⾎圧測定実施者数 人

人 人 % 人 7.67 人 92.33

⾎圧

SBP＜130 &
DBP＜85mmHg

人 人 % 人 4.83 人 80.11 345 人 72.63 %

130≦SBP＜140
85≦DBP＜90

人 人 % 人 2.84 人 12.22 73 人 15.37 %

140≦SBP＜160
90≦DBP＜100

人 人 % 人 % 41 人 8.63 %

160≦SBP＜180
100≦DBP＜110

人 人 % 人 % 15 人 3.16 %

180≦SBP
110≦DBP

人 人 % 人 % 1 人 0.21 %0 0.00 % 0 0.00 1 0.25

13 3.270 0.00 % 2 2.56

%

6 7.69 % 4 5.13 31 7.81

10 % 435 6.41 % 15 19.23

⾎圧 合計

21 26.92 % 25 32.05 17 % 282 %

*⾼⾎圧治療の服薬なし *⾼⾎圧治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

32 41.03 % 46 58.97 27 % 325 %

%

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

45 人 11.34 % 352 人 88.66 %

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

78 人 16.42 % 397 人 83.58

2022年度 脳卒中／⼼筋梗塞・リスクフローチャート
強制
本人家族︓本人家族計

*服薬あり/なしは、問診回答で判定
*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、⾼⾎圧症、脂質異常症
 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

475 実施率 100.00 %

生活習慣病・健診レベル判定と医療受診状況から見える課題

右図： リスクフローチャート

・糖尿病で内服治療中でかつHbA1ｃ値が受診勧奨基準値以上の

者と、 高血圧症で内服治療中でかつ血圧値が受診勧奨基準値

以上の者が一定数存在する。

・３疾患での内服治療を受けていない者で、HbA1c値や血圧値が

受診勧奨値以上の者の存在も多数認められる。
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
半日人間ドックの受診率は高水準を維持しているものの、若い世代での受診
習慣化が必要。特に３０代女性の受診率は他のカテゴリに比べ低い傾向にあ
る。また、被扶養者の健診受診率が低い傾向にある。

 被保険者の若年層に対しては、健康教育、受診勧奨、データの共有の３
点をコラボヘルスで取り組む。
被扶養者に対しては、効果的かつ直接届く受診勧奨、被保険者への働き
かけ、受診の利便性検討。

2
特定保健指導対象者割合が横ばい。
特定保健指導実施率は上昇しているが、対象者の減少が見られない。対象者
の大半は被保険者男性。

 ボリューム層の被保険者男性への特定保健指導実施率を向上させる。固
定層へのアプローチ方法を再検討。
特定保健指導対象になる前の予備群への指導徹底。



3
医療費の増加傾向。特に50歳以上の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物が高くなっており、婦人科系疾患の増加も
影響していることが考えられる。

 疾病予防対策として、健診受診勧奨。
婦人科健診の周知と受診率向上。
健康教育。



4
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾向にある。
３疾患での内服治療を受けていない者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

 生活習慣の改善意欲を持たせる（インセンティブ、体育奨励、コラボヘ
ルス）
健診結果のフィードバック

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
1. 被保険者の93％が兼松。また、加入者の95％程度が東京周辺と大阪周辺に居住している。
2. 被保険者では20代・30代の割合が高く、被扶養者では40代・50代の割合が高くなってい
る。
3.特定健診の受診率は高い値ではあるものの、本人が90%台後半、被扶養者が70%台後半と
なっており、差が開いている。

 ・東京地区と大阪地区で対策実施を行うことが、９割以上の加入者に対する対策となり
一定の効果が見込める。

・被扶養者に向けて、意識を高めてもらうアプローチが必要。
2 当健保組合には医療専門職は不在だが、兼松の診療センターに産業医（非常勤）と保健師等

（常駐）が勤務している。  母体事業主の本社に勤務する加入者が享受できる保健施策と、他事業所の保健施策に不
公平が起きないよう配慮する。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

ア，エ，オ

イ

ウ，エ

エ，オ
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1

①生活習慣病のリスク保有者への対策は、健診結果に基づく事業主診療センター産業医から
のフィードバック、及び保健師からの特定保健指導等になっている。
②事業主とのコラボレーションと、保健指導宣伝を通じたヘルスリテラシー向上により、健
診受診を必須とする環境が醸成されつつあり、被保険者の健診受診率を上げることに成功し
ている。
③「ポータルサイト」「健保だより」、「健保ホームページ」を通じて健保組合から健康情
報等の発信はしているが、一方通行のアプローチでは無関心層に届きにくい。
④半日人間ドックを２年以上続けて受診していない者が存在する。特に被扶養者（主婦）に
多い。
⑤若年層の婦人科健診受診率が低い。

 ・非肥満や40歳未満及び前期高齢者への生活習慣病リスク保持者に対する保健指導の検
討。

・事業主が提供する健康管理アプリと重複して加入者が混乱しないような情報提供を行
っていく。
・被扶養者にも届きやすいよう、直接アプローチを検討。
・健保だより、ホームページについては取り上げるテーマや読み易くする等の工夫を行
い、健康情報に対する加入者の興味の醸成につなげる。
・各種健診については受診促進の工夫。

2
・正しい健康保険の使い方の指導の一環として、柔道整復師への受診、頻回　受診やコンビ
ニ受診などを注意している。
・医療費通知を毎月発行して、医療費への認識を高めてもらっている。

 ・繰り返し情宣することや、場合によっては直接面談して正しい受診の仕方等の指導が
必要。
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　予算措置なし 　事業主とのコラボレーション
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　保健指導宣伝
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス相談事業
　保健指導宣伝 　後発医薬品の使用促進
　疾病予防 　生活習慣病健診（半日人間ドック）
　疾病予防 　被扶養者健診（半日人間ドック）
　疾病予防 　若年層婦人科健診
　疾病予防 　重症化予防
　疾病予防 　若年層（40歳未満）への保健指導
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種費用補助
　疾病予防 　家庭用常備薬補助
　体育奨励 　スポーツクラブの利用補助
　直営保養所 　直営保養所
　その他 　契約保養所
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
①加入者の疾病の予防を図り、健康の維持・増進に努める。
②事業主とコラボして社員の健康を守ることで、企業の生産性の向上、社会的評価の
　向上にも寄与する

事業全体の目標事業全体の目標
①加入者に対して健康管理・予防の必要性、セルフメディケーションの意識付けを図る。
②半日人間ドック及び特定健診受診率を高め、早期発見、早期治療につなげる。
③健康リスク該当者への保健指導（重症化予防を含め）を事業主の協力を得て実施する。
④受診率、実施率向上については事業主の協力を仰ぐとともに、コラボして職場環境の整備を図っていく。（物理的・精神的等）
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職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -
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存
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0
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への協力
・健診データの共有
・受診勧奨への協力
・健康増進イベントまた
は健康セミナーの共同開
催
・健康スコアリングレポ
ートの共有

・マイナ保険証利用促進
への協力
・健診データの共有
・受診勧奨への協力
・健康増進イベントまた
は健康セミナーの共同開
催
・健康スコアリングレポ
ートの共有

・健診データの共有
・受診勧奨への協力
・健康増進イベントまた
は健康セミナーの共同開
催
・健康スコアリングレポ
ートの共有

・健診データの共有
・受診勧奨への協力
・健康増進イベントまた
は健康セミナーの共同開
催
・健康スコアリングレポ
ートの共有

・健診データの共有
・受診勧奨への協力
・健康増進イベントまた
は健康セミナーの共同開
催
・健康スコアリングレポ
ートの共有

・健診データの共有
・受診勧奨への協力
・健康増進イベントまた
は健康セミナーの共同開
催
・健康スコアリングレポ
ートの共有

・半日人間ドック及び特定健診の受診率向
上、保健指導（重症化予防を含め）の実施
率向上のため、事業主と協力して、職場環
境の整備を図っていく。
・若年層と、特定健診対象者で健保と事業
主それぞれが管理している健診結果および
健診機関の情報などを共有し、疾病予防に
役立てていく。
・保健事業を始めとした健保業務への理解
を深めてもらい、課題を共有するため、定
期的に健康管理事業推進委員会を開催する
。

半日人間ドックの受診率は高水準
を維持しているものの、若い世代
での受診習慣化が必要。特に３０
代女性の受診率は他のカテゴリに
比べ低い傾向にある。また、被扶
養者の健診受診率が低い傾向にあ
る。
特定保健指導対象者割合が横ばい
。
特定保健指導実施率は上昇してい
るが、対象者の減少が見られない
。対象者の大半は被保険者男性。
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

被保険者半日人間ドック受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)事業主の協力を得て受診勧奨を行うので、対象を被保険者とした。

-
(アウトカムは設定されていません)

健康管理事業推進委員会開催(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2
回)第2期では目標値を4回としていたが、2回が適当と判断。随時担当者同士での情報交換は実施できる状況を維持する。 -

マイナ保険証利用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：60％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：
100％)令和6年12月の健康保険証廃止に向けて、協力しマイナ保険証の利用率を高めていく。令和7年度で終了見込。 -

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
1,570 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,3,5,
6

既
存 保健指導宣伝 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,エ,ケ - ア,イ,コ -

健保だより配信
ポータルサイトを通じて
健康情報の提供

健保だより配信
ポータルサイトを通じて
健康情報の提供

健保だより配信
ポータルサイトを通じて
健康情報の提供

健保だより配信
ポータルサイトを通じて
健康情報の提供

健保だより配信
ポータルサイトを通じて
健康情報の提供

健保だより配信
ポータルサイトを通じて
健康情報の提供

健保だより、ポータルサイトによる独自の
情報発信の量・充実を図ることによって健
康への意識向上を図る。

半日人間ドックの受診率は高水準
を維持しているものの、若い世代
での受診習慣化が必要。特に３０
代女性の受診率は他のカテゴリに
比べ低い傾向にある。また、被扶
養者の健診受診率が低い傾向にあ
る。
特定保健指導対象者割合が横ばい
。
特定保健指導実施率は上昇してい
るが、対象者の減少が見られない
。対象者の大半は被保険者男性。
医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

健保だより配信(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- -
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業
6,000 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3 既
存 特定健診 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ イ,ウ,ク,サ - ア,イ,カ -

年度頭に受診案内、
実施期間は4月〜翌2月末
まで。
健診結果により、特定保
健指導へとつながるため
、上期中の受診を促して
いく。

年度頭に受診案内、
実施期間は4月〜翌2月末
まで。
健診結果により、特定保
健指導へとつながるため
、上期中の受診を促して
いく。

年度頭に受診案内、
実施期間は4月〜翌2月末
まで。
健診結果により、特定保
健指導へとつながるため
、上期中の受診を促して
いく。

年度頭に受診案内、
実施期間は4月〜翌2月末
まで。
健診結果により、特定保
健指導へとつながるため
、上期中の受診を促して
いく。

年度頭に受診案内、
実施期間は4月〜翌2月末
まで。
健診結果により、特定保
健指導へとつながるため
、上期中の受診を促して
いく。

年度頭に受診案内、
実施期間は4月〜翌2月末
まで。
健診結果により、特定保
健指導へとつながるため
、上期中の受診を促して
いく。

メタボリックシンドローム該当者を見つけ
、三大疾病、生活習慣病への流入を防ぐ。
対象者の100％受診を目標とする。

生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。
特定保健指導対象者割合が横ばい
。
特定保健指導実施率は上昇してい
るが、対象者の減少が見られない
。対象者の大半は被保険者男性。

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100
％)-

生活習慣リスク保有者率−飲酒−(【実績値】-　【目標値】令和6年度：12％　令和7年度：11％　令和8年度：10％　令和9年度：10％　令和10年度：10％　令和11年度：10％) 飲酒に関する２つの質問項目すべ
てに回答した者のうち、
①「お酒を飲む頻度」の回答が「毎日」で「飲酒日の１日当たりの飲酒量」の回答が「２〜３合未満」又は「３合以上」
②「お酒を飲む頻度」の回答がが「時々」で「飲酒日の１日当たりの飲酒量」の回答が「３合以上」
と回答した者の割合
令和3年度の実績は12.3％

- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：9％　令和7年度：8.5％　令和8年度：8.0％　令和9年度：8.0％　令和10年度：7.5％　令和11年度：7.5％)令和4年度実績　9.3％

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3,870 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

3,4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ イ,エ,オ,ク

,ケ

事業主診療センター保健
師による対面もしくはオ
ンライン指導
被扶養者については、外
部業者との選択制

ア,イ,ウ,カ
保健師からの直接コンタ
クト、バックアップとし
て事業主、健保連名でコ
ンタクト。

実施率UP
リピータ―について保健
師に状況ヒアリング
動機付け支援対象者の実
施を強化することにより
積極的支援対象への流入
を防ぐ

実施率UP
前年度対象者の状況を確
認
新規対象者を確認

実施率UP
リピータ―について保健
師に状況ヒアリング

実施率UP
前年度対象者の状況を確
認
新規対象者を確認

実施率UP
リピータ―について保健
師に状況ヒアリング

実施率UP
前年度対象者の状況を確
認
新規対象者を確認

実施率を高めることにより、メタボリック
シンドローム該当者及び予備群等の減少

特定保健指導対象者割合が横ばい
。
特定保健指導実施率は上昇してい
るが、対象者の減少が見られない
。対象者の大半は被保険者男性。
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。
医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：58％　令和7年度：59％　令和8年度：60％　令和9年度：60％　令和10年度：60％　令和11年度：60％)
第4期特定健康診査等実施計画の、単一健保組合実施目標率60%を早期に実現

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：25％　令和8年度：25％　令和9年度：25％　令和10年度：25％　令和11年度：25％)令和4年度実績値　
27%

-
特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：14％　令和7年度：13％　令和8年度：12％　令和9年度：11％　令和10年度：10％　令和11年度：10％)特定保健指導対象者（動機付け・積極的）
∕受診者数
令和4年度実績値　14.8%（71名∕481名）

200 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

3,5 既
存

メンタルヘル
ス相談事業 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス 電話・面談による無料相

談 ア,イ,ウ 外部機関に委託
利用しやすいよう周知
健保だよりやポータルサ
イト、事業主からの誘導
など

利用しやすいよう周知
健保だよりやポータルサ
イト、事業主からの誘導
など

利用しやすいよう周知
健保だよりやポータルサ
イト、事業主からの誘導
など

利用しやすいよう周知
健保だよりやポータルサ
イト、事業主からの誘導
など

利用しやすいよう周知
健保だよりやポータルサ
イト、事業主からの誘導
など

利用しやすいよう周知
健保だよりやポータルサ
イト、事業主からの誘導
など

重症化する前に相談することで心の健康を
維持できるようにすること。
メンタル系疾患費用の削減

医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

相談件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10件　令和7年度：10件　令和8年度：10件　令和9年度：10件　令和10年度：10件　令和11年度：10件)年間相談件
数　10件（電話回数 面談回数でカウント　契約継続の妥当性）
令和4年度実績　15件

相談件数の増減が健康実現につながるものではないので指標が設定できない。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

7 既
存

後発医薬品の
使用促進 全て 男女

22
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ス - シ - ・加入者への情宣

・差額通知の送付
・加入者への情宣
・差額通知の送付

・加入者への情宣
・差額通知の送付

・加入者への情宣
・差額通知の送付

・加入者への情宣
・差額通知の送付

・加入者への情宣
・差額通知の送付

差額通知を行うなどにより後発医薬品の使
用率を向上し、医療費の削減に努める。

医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

差額通知発送(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 後発医薬品使用率(【実績値】85.21％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：85％　令和10年度：85％　令和11年度：85％)令和5年度10月までの実績値
22,570 - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

生活習慣病健
診（半日人間
ドック）

全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ イ,ウ,オ,ク

,ケ,サ

該当年度に30歳を迎える
者、及び35歳以上の者を
対象として半日人間ドッ
ク健診費用を全額補助。
受診期間は4月〜2月

ア,イ,カ -
事業主と協力し、未受診
者に対して個別の受診勧
奨。
受診率100％を目指す。

事業主と協力し、未受診
者に対して個別の受診勧
奨。
受診率100％を目指す。

事業主と協力し、未受診
者に対して個別の受診勧
奨。
受診率100％を目指す。

事業主と協力し、未受診
者に対して個別の受診勧
奨。
受診率100％を目指す。

事業主と協力し、未受診
者に対して個別の受診勧
奨。
受診率100％を目指す。

事業主と協力し、未受診
者に対して個別の受診勧
奨。
受診率100％を目指す。

35歳以上の早期から健診受診の習慣をつけ
、早期発見、早期治療につなげる。
受診率100％を目指す。

半日人間ドックの受診率は高水準
を維持しているものの、若い世代
での受診習慣化が必要。特に３０
代女性の受診率は他のカテゴリに
比べ低い傾向にある。また、被扶
養者の健診受診率が低い傾向にあ
る。
医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 毎年健診を受け、早期発見、早期治療につなげることが目標のため数値で指標を設けられない。
(アウトカムは設定されていません)

6,840 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3,4 既
存

被扶養者健診
（半日人間ド
ック）

全て 男女

22
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 １ イ,ウ,オ,ク

該当年度に30歳を迎える
者、及び35歳以上の者を
対象として半日人間ドッ
ク健診費用を全額補助。
受診期間は4月〜2月

イ,カ -

健保から被保険者に対し
て、被扶養者への受診勧
奨を複数回お願いする。
必要に応じて健保から被
扶養者への直接アプロー
チができるよう、ポータ
ルサイトへのアカウント
登録をお願いする。

健保から被保険者に対し
て、被扶養者への受診勧
奨を複数回お願いする。
必要に応じて健保から被
扶養者への直接アプロー
チができるよう、ポータ
ルサイトへのアカウント
登録をお願いする。

健保から被保険者に対し
て、被扶養者への受診勧
奨を複数回お願いする。
必要に応じて健保から被
扶養者への直接アプロー
チができるよう、ポータ
ルサイトへのアカウント
登録をお願いする。

健保から被保険者に対し
て、被扶養者への受診勧
奨を複数回お願いする。
必要に応じて健保から被
扶養者への直接アプロー
チができるよう、ポータ
ルサイトへのアカウント
登録をお願いする。

健保から被保険者に対し
て、被扶養者への受診勧
奨を複数回お願いする。
必要に応じて健保から被
扶養者への直接アプロー
チができるよう、ポータ
ルサイトへのアカウント
登録をお願いする。

健保から被保険者に対し
て、被扶養者への受診勧
奨を複数回お願いする。
必要に応じて健保から被
扶養者への直接アプロー
チができるよう、ポータ
ルサイトへのアカウント
登録をお願いする。

35歳以上の早期から健診受診の習慣をつけ
、早期発見、早期治療につなげる。
受診率を被保険者と同レベルまで高める。

半日人間ドックの受診率は高水準
を維持しているものの、若い世代
での受診習慣化が必要。特に３０
代女性の受診率は他のカテゴリに
比べ低い傾向にある。また、被扶
養者の健診受診率が低い傾向にあ
る。
医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：85％　令和8年度：90％　令和9年度：95％　令和10年度：97％　令和11年度：100％)- 毎年健診を受け、早期発見、早期治療につなげることが目標のため数値で指標を設けられない。
(アウトカムは設定されていません)

700 - - - - -

3 既
存

若年層婦人科
健診 全て 女性

22
〜
34

基準該
当者 １ ウ,オ,ク,ケ

,サ

22歳から34歳（30歳除く
）の半日人間ドック対象
外の女性加入者に対して
、指定機関での婦人科健
診受診費用を全額補助す
る。実施期間は4月から9
月

ア,イ,カ -

対象者に対してポータル
サイトを通じて連絡。受
診率を高めるため、被保
険者に対しては事業主の
協力も仰ぎ受診勧奨。健
保からもメールなど個別
のアプローチ。
婦人科系疾患への学びの
場を提供。

対象者に対してポータル
サイトを通じて連絡。受
診率を高めるため、被保
険者に対しては事業主の
協力も仰ぎ受診勧奨。健
保からもメールなど個別
のアプローチ。
婦人科系疾患への学びの
場を提供。

対象者に対してポータル
サイトを通じて連絡。受
診率を高めるため、被保
険者に対しては事業主の
協力も仰ぎ受診勧奨。健
保からもメールなど個別
のアプローチ。
婦人科系疾患への学びの
場を提供。

対象者に対してポータル
サイトを通じて連絡。受
診率を高めるため、被保
険者に対しては事業主の
協力も仰ぎ受診勧奨。健
保からもメールなど個別
のアプローチ。
婦人科系疾患への学びの
場を提供。

対象者に対してポータル
サイトを通じて連絡。受
診率を高めるため、被保
険者に対しては事業主の
協力も仰ぎ受診勧奨。健
保からもメールなど個別
のアプローチ。
婦人科系疾患への学びの
場を提供。

対象者に対してポータル
サイトを通じて連絡。受
診率を高めるため、被保
険者に対しては事業主の
協力も仰ぎ受診勧奨。健
保からもメールなど個別
のアプローチ。
婦人科系疾患への学びの
場を提供。

婦人科系疾患の早期発見、早期治療。
健診受診の習慣づけ。
医療費の削減。

医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

健診受診率(【実績値】39.3％　【目標値】令和6年度：42％　令和7年度：45％　令和8年度：47％　令和9年度：50％　令和10年度：53％　令和11年度：55％)被
保険者、被扶養者合計の受診者数∕対象者数

毎年健診を受け、早期発見、早期治療につなげることが目標のため数値で指標を設けられないが、医療費の動向とアウトプット指標との相関関係が確認できる場合には設定を検討する。
(アウトカムは設定されていません)

800 - - - - -

2,4 既
存 重症化予防 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ イ,ウ,エ,オ

,ク,ケ
健診結果から、特定保健
指導対象にはならない成
人病リスク保有者を抽出
し指導を行う

イ,カ,ケ -

対象者抽出の基準を明確
に定める
健診結果と合わせ、本人
への聞き取りにより医療
機関受診有無、中断して
いないかを合わせて確認
医療機関への受診勧奨を
行う場合には、受診の有
無を確認する

対象者抽出の基準を明確
に定める
健診結果と合わせ、本人
への聞き取りにより医療
機関受診有無、中断して
いないかを合わせて確認
医療機関への受診勧奨を
行う場合には、受診の有
無を確認する

対象者抽出の基準を明確
に定める
健診結果と合わせ、本人
への聞き取りにより医療
機関受診有無、中断して
いないかを合わせて確認
医療機関への受診勧奨を
行う場合には、受診の有
無を確認する

対象者抽出の基準を明確
に定める
健診結果と合わせ、本人
への聞き取りにより医療
機関受診有無、中断して
いないかを合わせて確認
医療機関への受診勧奨を
行う場合には、受診の有
無を確認する

対象者抽出の基準を明確
に定める
健診結果と合わせ、本人
への聞き取りにより医療
機関受診有無、中断して
いないかを合わせて確認
医療機関への受診勧奨を
行う場合には、受診の有
無を確認する

対象者抽出の基準を明確
に定める
健診結果と合わせ、本人
への聞き取りにより医療
機関受診有無、中断して
いないかを合わせて確認
医療機関への受診勧奨を
行う場合には、受診の有
無を確認する

保健指導または早期の受診勧奨を行うこと
で、重症化を予防する。
医療費の削減

医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

糖尿病指導及び受診勧奨(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)指導または受診勧奨を行った人数∕基準該当者
令和4年度実績　糖尿病4/5名残り1名は医療機関を受診中=100%
高血圧12/18残り6名中2名は医療機関を受診中＝77.8%

対象者の改善率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：20％　令和9年度：20％　令和10年度：20％　令和11年度：20％)改善人数∕指導・受診勧奨者人数
当年度対象者の基準となった数値が翌年度の健診結果で改善されていると保健師が判断した者の割合
目標値については、実績と保健師の判断により随時見直していく。

高血圧症指導及び受診勧奨(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和
11年度：100％)指導または受診勧奨を行った人数∕基準該当者
令和4年度実績　糖尿病4/5名残り1名は医療機関を受診中=100%
高血圧12/18残り6名中2名は医療機関を受診中＝77.8%

-

- - - - - -

4 既
存

若年層（40歳
未満）への保
健指導

全て 男女
22
〜
39

基準該
当者 １ イ,エ,オ,ク

,サ
若年層の法定健診結果に
基づき実施 ア,イ,ケ -

事業主の持っている法定
健診結果を活用。
対象者抽出の基準を明確
にする。
事業主診療センターの保
健師が指導または医療機
関への受診勧奨を行い、
実施状況を健保が把握。

事業主の持っている法定
健診結果を活用。
対象者抽出の基準を明確
にする。
事業主診療センターの保
健師が指導または医療機
関への受診勧奨を行い、
実施状況を健保が把握。

事業主の持っている法定
健診結果を活用。
対象者抽出の基準を明確
にする。
事業主診療センターの保
健師が指導または医療機
関への受診勧奨を行い、
実施状況を健保が把握。

事業主の持っている法定
健診結果を活用。
対象者抽出の基準を明確
にする。
事業主診療センターの保
健師が指導または医療機
関への受診勧奨を行い、
実施状況を健保が把握。

事業主の持っている法定
健診結果を活用。
対象者抽出の基準を明確
にする。
事業主診療センターの保
健師が指導または医療機
関への受診勧奨を行い、
実施状況を健保が把握。

事業主の持っている法定
健診結果を活用。
対象者抽出の基準を明確
にする。
事業主診療センターの保
健師が指導または医療機
関への受診勧奨を行い、
実施状況を健保が把握。

若年層から健康に気を配り、生活習慣病へ
の流入を防ぐ。
医療費の削減。

半日人間ドックの受診率は高水準
を維持しているものの、若い世代
での受診習慣化が必要。特に３０
代女性の受診率は他のカテゴリに
比べ低い傾向にある。また、被扶
養者の健診受診率が低い傾向にあ
る。
医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。
生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

21



指導または受診勧奨実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：75％　令和10年度：75％　令和11年度
：75％)保健指導または受診勧奨を行った人数∕対象者数
令和4年度実績　7名に実施

対象者の改善率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：25％　令和9年度：25％　令和10年度：30％　令和11年度：30％)改善人数∕指導・受診勧奨者人数
当年度対象者の基準となった数値が翌年度の健診結果で改善されていると保健師が判断した者の割合
目標値については、実績と保健師の判断により随時見直していく。

100 - - - - -

3 既
存 歯科健診 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,ケ

加入者を対象に、委託業
者と契約している歯科医
院にて実施

ア,カ,ク
健保から被保険者宛に実
施案内を行うが、事業主
ポータルサイトも併せて
活用している

全対象者に受診を勧奨
歯科リテラシーを高める
セミナー開催

全対象者に受診を勧奨
歯科リテラシーを高める
セミナー開催

全対象者に受診を勧奨
歯科リテラシーを高める
セミナー開催

全対象者に受診を勧奨
歯科リテラシーを高める
セミナー開催

全対象者に受診を勧奨
歯科リテラシーを高める
セミナー開催

全対象者に受診を勧奨
歯科リテラシーを高める
セミナー開催

加入者の8020を目指し、年1回の歯科健診
受診を習慣づける。
歯科医療費の削減

医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

歯科健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：30％　令和8年度：40％　令和9年度：50％　令和10年度：60％　令和11年度：70％)受診
者数∕加入者
令和4年度実績は162/1530名=10.6%

-
(アウトカムは設定されていません)

120 - - - - -

1,8 既
存

インフルエン
ザ予防接種費
用補助

全て 男女

22
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ク,サ

事業所内診療センターま
たは事業所近辺の医療機
関にて受診。費用の一部
を補助。

ア,イ,カ
受診希望者のとりまとめ
に事業主の協力を得てい
る

例年インフルエンザワク
チンの供給状況が直前ま
で不明の為、希望者分を
確実に手配できるよう医
療機関と交渉

例年インフルエンザワク
チンの供給状況が直前ま
で不明の為、希望者分を
確実に手配できるよう医
療機関と交渉

例年インフルエンザワク
チンの供給状況が直前ま
で不明の為、希望者分を
確実に手配できるよう医
療機関と交渉

例年インフルエンザワク
チンの供給状況が直前ま
で不明の為、希望者分を
確実に手配できるよう医
療機関と交渉

例年インフルエンザワク
チンの供給状況が直前ま
で不明の為、希望者分を
確実に手配できるよう医
療機関と交渉

例年インフルエンザワク
チンの供給状況が直前ま
で不明の為、希望者分を
確実に手配できるよう医
療機関と交渉

感染症予防
医療費削減
職場環境の整備

医療費の増加傾向。特に50歳以上
の医療費が増加。
疾病別の医療費では、悪性新生物
が高くなっており、婦人科系疾患
の増加も影響していることが考え
られる。

受診率(【実績値】8.9％　【目標値】令和6年度：10％　令和7年度：10％　令和8年度：10％　令和9年度：10％　令和10年度：10％　令和11年度：10％)健保費用
補助対象者の受診者∕実施月末被保険者数

受診有無による罹患状況の把握が困難なため
(アウトカムは設定されていません)

2,700 - - - - -

1,8 既
存

家庭用常備薬
補助 全て 男女

22
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ス

全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

ク -
全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

全被保険者に家庭常備薬
を斡旋。ポータルサイト
経由で申し込み。
3,000円∕1人を上限に費
用補助

医療機関を受診するまでもない風症状や軽
いけが等の自宅対応を可能にする。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

申込率(【実績値】86.5％　【目標値】令和6年度：90％　令和7年度：95％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 申し込み有無や内容による影響の計測が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

2,400 - - - - -

体
育
奨
励

5,8 既
存

スポーツクラ
ブの利用補助 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

ベネフィット・ワンの会
員としてスポーツ施設等
の利用を促進

ク -
ポータルサイトや事業主
経由にて利用方法の周知
キャンペーン情報などの
掲載

ポータルサイトや事業主
経由にて利用方法の周知
キャンペーン情報などの
掲載

ポータルサイトや事業主
経由にて利用方法の周知
キャンペーン情報などの
掲載

ポータルサイトや事業主
経由にて利用方法の周知
キャンペーン情報などの
掲載

ポータルサイトや事業主
経由にて利用方法の周知
キャンペーン情報などの
掲載

ポータルサイトや事業主
経由にて利用方法の周知
キャンペーン情報などの
掲載

自宅近くのスポーツジムを選択できるよう
利便性を重視して、運動不足解消を目指す

生活習慣病（糖尿病等）増加の傾
向にある。
３疾患での内服治療を受けていな
い者でHbA1c値や血圧値が
受診勧奨値以上の者が存在する。

月平均利用者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：35人　令和7年度：40人　令和8年度：45人　令和9年度：50人　令和10年度：55人　令和11年度：60人)月平
均利用者数（毎月1回以上利用した人数の年間合計∕１２）
令和4年度実績　30.4人

継続事業　適切な指標未設定
(アウトカムは設定されていません)

2,800 - - - - -

直
営
保
養
所

1 既
存 直営保養所 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - シ -

施設のメンテナンス
利用ルールの順守を促す
ようポータルサイトを通
じて案内

施設のメンテナンス
利用ルールの順守を促す
ようポータルサイトを通
じて案内

施設のメンテナンス
利用ルールの順守を促す
ようポータルサイトを通
じて案内

施設のメンテナンス
利用ルールの順守を促す
ようポータルサイトを通
じて案内

施設のメンテナンス
利用ルールの順守を促す
ようポータルサイトを通
じて案内

施設のメンテナンス
利用ルールの順守を促す
ようポータルサイトを通
じて案内

リフレッシュによる加入者の心身健康を維
持
福利厚生

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

利用延人数(【実績値】383人　【目標値】令和6年度：460人　令和7年度：460人　令和8年度：460人　令和9年度：460人　令和10年度：460人　令和11年度：46
0人)コロナ禍を脱し、加入者の3割程度を見込む

指標設定負荷のため
(アウトカムは設定されていません)

100 - - - - -

そ
の
他

1,5 既
存 契約保養所 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - ク -

ラフォーレ倶楽部に加入
。
各種イベント情報など、
ポータルサイトに随時掲
載。利用促進。

ラフォーレ倶楽部に加入
。
各種イベント情報など、
ポータルサイトに随時掲
載。利用促進。

ラフォーレ倶楽部に加入
。
各種イベント情報など、
ポータルサイトに随時掲
載。利用促進。

ラフォーレ倶楽部に加入
。
各種イベント情報など、
ポータルサイトに随時掲
載。利用促進。

ラフォーレ倶楽部に加入
。
各種イベント情報など、
ポータルサイトに随時掲
載。利用促進。

ラフォーレ倶楽部に加入
。
各種イベント情報など、
ポータルサイトに随時掲
載。利用促進。

リフレッシュによる加入者の心身健康を維
持
福利厚生

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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年間宿泊数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30泊　令和7年度：40泊　令和8年度：50泊　令和9年度：50泊　令和10年度：50泊　令和11年度：50泊)令和4年
度実績20泊
コロナ禍を脱し、増加を見込む

指標設定不可のため
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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